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1.	
 はじめに	
 

	
 建築物や，道路などの社会基盤構造物を建設する

際には，コンクリートや鉄骨材，木材をはじめとし

た様々な資材を投入している．環境省 1)によると，

平成 23年度の日本の総物質投入量は 15.7億トンで

ある．投入された資材は都市に蓄積され，取り壊さ

れる際に廃棄される．今後，資材の投入・廃棄処理

を効率的に計画するためには，このようなマテリア

ルフローを正確に把握することが重要である．本研

究では，名古屋市中心部において構築された 4d-GIS

を利用して，マテリアルストック・フローの空間的

かつ時系列的な推計を行った．さらに，用途地域ご

とに集計することで，都市計画により形成された街

区の性質とマテリアルストック・フローとの関連を

分析した．本研究におけるケーススタディ対象区域

は，図−1に示すように名古屋駅や名古屋城を含む面

積約 12㎢のエリアで，商業地域，近隣商業地域，準

工業地域，第 1種住居地域，第 2種住居地域の 5種

類の用途地域に分かれている．同様の研究は北九州

市 2)や和歌山市 3)，マンチェスター3)などで行われて

おり，本研究との地域間の比較・分析が可能である． 

 

2.	
 研究手法	
 

2.1	
 使用データ	
 

	
 本研究で推計に利用した 4d-GISは， 1980年，1990

年，1997年，2003年，2009年の 5年代で構築され

たデータベースであり，1997年，2003年，2009年

はゼンリンの Zmap-TOWNⅡ4)から対象区域を切り

取ったものに，必要な属性情報を入力した．また，

1980年，1990年のデータベースは当時の住宅地図
5)や航空写真 6)を元に構築した．4d-GISには様々な

属性情報が付加されており，本研究で用いた属性情

報は，「建物名称」「建築面積」「階数」「構造種別」

「用途地域」である．「構造種別」は Z-mapや住宅

地図，航空写真からの判断が困難であるため，建設

物調査会の建築着工統計 7)を集計した結果から，戸

建住宅は木造，4階以上の建物は RC造，それ以外

の建物は鉄骨造であると仮定して入力している． 
  

2.2	
 マテリアルストック・フロー推計手法	
 

	
 マテリアルストックは次に示す式で推計される． 

𝑀𝑆!,! = 𝑇𝐹𝐴!×𝑀𝐼!,!	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
  

	
 ここで，𝑀𝑆!,!：建物構造種別 sである建築物の建

設資材 mの建設資材ストック，𝑇𝐹𝐴!：建物構造種別

s である建築物の延床面積，𝑀𝐼!,!：建物構造種別 s

である建築物の建設資材 m の資材投入原単位

（Tanikawaら 3））である．延床面積は，各建築物の

建築面積と階数を乗じた値を用いている．上記の式

により推計した各建築物のマテリアルストックを集

計することで，ケーススタディエリア全体のマテリ

アルストックを推計した．また，4d-GISを各年代間

で比較し，新築された建築物や滅失した建築物のみ

を抽出して集計することで，マテリアルフローを推

計した． 

 

3.	
 マテリアルストック・フロー推計結果	
 

	
 表−1に資材別マテリアルストックの推計結果を

示す．対象区域全体のマテリアルストックは年々増

加傾向にあり，資材別にみるとコンクリートのスト

ックが 8割以上を占めている．これは，年代を経る

たびに建築物が高層化する傾向があり，それに伴い

RC造の割合が増加することによる．また，図−2に

用途地域別のマテリアルストック密度の推計結果を

示す．マテリアルストック密度とは，マテリアルス

トックを用途地域別に集計し，各用途地域の面積で

除したものである．どの用途地域でも増加傾向が 
	
 

図-1	
 ケーススタディ対象区域	
 



見られるが，商業地域のマテリアルルストック密度

が他の用途地域に比べ，3〜4倍程度大きい．商業地

域では，木造の建築物が少ないことや高層の建築物

が多いことから，他の用途地域に比べ大きい値とな

る．また，図−3に商業地域と準工業地域におけるそ

れぞれのマテリルフロー密度の推計結果を示す．マ

テリアルフロー密度も同様に，商業地域においては

高層の RC造の割合が大きいため，大きな値となり，

準工業地域では 1990年から 1997年の間で蓄積純増

が負の値をとっている．このように，4d-GISを用い

ることで地域間での詳細な比較・分析が可能である． 

 

4.	
 	
 おわりに	
 

	
  本研究では，名古屋市の中心部を対象として，用

途地域とマテリアルストック・フローの経年変化の

推計・分析を行った．その結果，マテリアルストッ

クは年々増加傾向にあり，特に商業地域では他の用

途地域と比べ高層で RC造の建築物が多いため，大

きな値をとることがわかった．今後は推計の年代を

増やし，かつデータベースの精度をより高めること

などが課題として挙げられる． 
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 図-3	
 用途地域別マテリアルフロー密度 

表-1	
 資材別マテリアルストック（Mt） 

	
 1980	
 1990	
 1997	
 2003	
 2009	
 

砂利・石材	
 1.39	
 1.76	
 2.03	
 2.38	
 2.70	
 

コンクリート	
 15.12	
 20.98	
 25.47	
 31.43	
 36.46	
 

モルタル	
 0.72	
 0.83	
 0.90	
 0.98	
 1.09	
 

木材	
 0.31	
 0.31	
 0.32	
 0.19	
 0.17	
 

ガラス	
 0.03	
 0.03	
 0.04	
 0.03	
 0.03	
 

陶磁器	
 0.16	
 0.17	
 0.18	
 0.13	
 0.12	
 

鉄	
 1.06	
 1.31	
 1.49	
 1.73	
 1.97	
 

アルミニウム	
 0.02	
 0.03	
 0.03	
 0.04	
 0.04	
 

その他	
 0.23	
 0.25	
 0.26	
 0.22	
 0.23	
 

合計	
 19.05	
 25.66	
 30.71	
 37.13	
 42.80	
 

 

 
	
 図-2	
 用途地域別マテリアルストック密度 
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